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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

134,006

現 在 給 水 人 口 115,576法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

有 収 水 量 密 度

別添１－２

南予水道企業団水道事業経営戦略

事業の現況

　料金体系は、基本料金と使用料金の2部料金制です。基本料金で、資本的支出を、使用料金で収益的支出を賄う形となっておりま
す。資本的支出には、資産維持費が含まれており、これは建設改良費予定額としています。改定の検討は5年に1度行うこととしてい
ますが、平成24～28年度及び29～33年度の料金については、検討の結果、現状維持とし、改定を見送っております。

101.77

千ｍ

施 設 利 用 率 41.7

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

8

0.53

供 用 開 始 年 月 日 昭和61年1月16日

団 体 名 ：

事 業 名 ：

南予水道企業団

南予水道用水供給事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 39,310 ㎥／日

平成19年4月1日

計 画 期 間 ：

0

～

管 路 延 長

水 源

　組織は、浄水課と庶務課の2課体制で、職員は宇和島市から派遣を受けている1名を除き、全
員プロパーです。浄水課は、浄水場の保守、点検、更新を行う浄水課長、浄水係(職員15名）
と、同じく浄水場の電気設備関係の保守、点検、更新を行う電気設備係（職員2名）、農林水産
省との二者共同施設の操作、保守点検、更新等の用水管理に関する業務を行う用水管理係
（職員9名）で構成されております。浄水係所属職員中13名は7箇所ある単独施設の浄水場で
勤務しております。また、用水管理係所属職員中6名は、3交代勤務により、浄水場の24時間監
視を行っている中央管理所で勤務しております。当企業団の給水区域は、宇和島市、八幡浜
市、西予市明浜町、同三瓶町、伊方町と広範囲に亘っております。また、水道用水は、24時間
365日給水が行われるものであるため、緊急時を想定して、各浄水場に職員を配置し、併せて
宇和島中央管理所で24時間監視を行うことが必要です。特に、佐田岬半島は、圧力がかかると
剥がれやすく、水を含むと地滑りを起こしやすい結晶片岩から出来ていることから注視が必要
です。
　庶務課につきましては、事務局長、庶務係(職員2名）、水質管理係（職員3名）により構成され
ております。このうち、水質管理係に所属する職員を、内子町、大洲市を除く南予一円の水質
検査業務を行っている南予地方水道水質検査協議会へ派遣しております。
　職員の年齢構成については、60歳代1名、50歳代15名、40歳代13名、30歳代3名、20歳代1
名で、平成29年4月1日時点の平均年齢は、48歳7ヵ月となっております。
　なお、職員数の増減については、平成19年度に38名であったところ、退職者不補充の方針に
より、平成29年度には33名となっております。

計 画 給 水 人 口

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２） 水需要の予測

これまでの主な経営健全化の取組

・補償金免除繰上償還について
　国の承認を受け、平成19年度、22～24年度の4度に亘り補償金免除繰上償還を実施しました。この繰上償還に伴い、本来なら納付を要する補償金（支払利息相当額）
が免除されますが、補償金相当額と同程度のコストカットの実施が承認の要件とされており、職員数の削減に伴う人件費の減少をもって要件を満たしました。これにより、
企業債利息が約2億5,000万円減少し、経営基盤の強化につながりました。また、併せて繰出基準に基づく地方公営企業繰出金についても減ることとなりましたので、各
構成団体の負担の減少にもつながったのではないかと考えております。
・建設改良費の削減について
　コンサルタントで作成された設計書を技術職員が見直し、適正な競争原理を機能させることで建設改良費の圧縮を図っております。
・その他
　日常の保守点検、修繕なども極力職員が行うことで、常に経費の削減を意識しながら業務に当たっております。また、平成26年度からの会計制度見直しに際して、シス
テムの更新を必要最小限に止め、経費の抑制を図りました。

給水人口の予測

　国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」を使用し、構成団体の行政区域内人口を算出しました。さらに、構成団体の行
政区域の一部のみに給水を行っている箇所があるため、平成28年度末の行政区域内人口と給水人口の比を用いて給水人口の予測を行いました。

　平成28年度の総有収水量と給水人口の比および上記（１）の給水人口の予測値を用いて水需要を予測しました。なお、あくまでこれは今計画のため算出した数値となり
ます。

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成28年度全国平均

※　平成24年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　分析の結果、現在のところ概ね健全な経営状
態にあると思われる。
　将来への課題としては、給水収益が伸び悩む
中、施設更新費用をどう確保するかということ
と、今後ベテランの職員が退職する時期となる
ため、人材をいかに確保するかである。
　前者については、更なる経費削減の徹底と、
限られた資金の投入先を厳選したい。後者につ
いては、再任用制度の活用と新規採用を行うこ
とで経費の増加を抑えながら、知識及び技能の
継承を図りたい。
　施設の老朽化に伴い、近年大規模更新等、費
用が増加しているが、更新費用と安全・安定は
トレードオフの関係にある。両者のバランスを
取りながら、今後も健全な経営を行う所存であ
る。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

①有形固定資産減価償却率　26年度の会計制度
見直しに伴うみなし償却制度の廃止により、率
が大幅に上昇するとともに、類似団体をやや上
回る老朽化率となった。当企業団としては、か
ねてより延命化に努めており、限られた資金を
用水供給に不可欠な施設及び機器にのみ投資す
ることを原則としている。そのため、今後にお
いてもこの傾向は続くものと思われる。
②管路経年化率ならびに管路更新率について
は、現時点では、老朽化した管路は無い。しか
し、32年度から法定耐用年数である40年を超過
する管路が生じる。このため、今後は管路更新
事業を見据えた財源及び人材の確保が課題であ
る。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率　28年度においても100％を超
え、単年度収支で黒字を保っている。給水量は
減少傾向にあるが、費用の削減努力を併せて
行っている。
②累積欠損金比率　16年度決算で欠損処理が終
了し、以後は生じていない。
③流動比率　28年度においても100％を超え、単
年度の流動負債を上回っている。年度毎の変動
は未払金の増減によるものである。
④企業債残高対給水収益比率　職員数の減少に
伴う経費削減を理由とした補償金免除繰上償還
（19、22～24年度）により企業債残高が大幅に
減少し、平均を大きく下回っている。これは経
営健全化にも寄与している。
⑤料金回収率　28年度においても100％を超え、
給水費用を給水収益で賄うことができている。
⑥給水原価　平均値を上回っており、その理由
としては、地形によるものと浄水場数によるも
のがある。前者は給水区域に2箇所の原水を揚水
する施設があり、この電力料が大きなコストと
なっている。後者は、設立時の構成団体数であ
る2市8町ごとにほぼ1つの浄水場を抱えており、
スケールメリットの点で不利となっている。現
存する8箇所の浄水場数は、全国の用水供給企業
団の中で最多である。
⑦施設利用率　近年、給水量が減少傾向にあ
り、平均値を下回っている。
⑧有収率　用水供給事業のため100％である。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 98.67 71.22 0 115,576 112.50 1,027.34 【】

- - ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 用水供給事業 B -

経営比較分析表（平成28年度決算）
愛媛県　南予水道企業団

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.16 0.25 0.13 0.26 0.24

110.00

111.00

112.00

113.00

114.00

115.00

116.00

117.00

118.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 117.29 116.95 112.79 116.78 113.92

平均値 113.16 113.88 113.47 113.33 114.05

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 28.50 28.78 56.47 57.82 56.43

平均値 38.86 39.81 51.44 52.40 53.56

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 12.13 13.72 16.77 18.05 19.44

①経常収支比率(％)

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 23.57 21.34 16.89 17.39 12.65

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 1,597.05 456.60 732.48 1,318.35 1,143.25

平均値 654.97 634.53 200.22 212.95 224.41

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 22.47 11.50 8.88 5.94 3.03

平均値 383.75 368.94 351.06 333.48 320.31

106.00

107.00

108.00

109.00

110.00

111.00

112.00

113.00

114.00

115.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 110.17 110.31 109.00 113.57 110.35

平均値 110.39 111.12 112.92 112.81 113.88

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 108.76 108.95 110.78 105.75 109.46

平均値 76.81 75.75 75.30 75.30 74.02

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 42.70 42.31 41.71 42.40 41.69

平均値 64.55 64.12 62.69 61.82 61.66

99.80

99.85

99.90

99.95

100.00

100.05

100.10

100.15

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

平均値 99.93 100.12 100.12 100.03 100.05

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【114.05】 【12.65】 【224.41】 【320.31】

【100.05】【61.66】【74.02】【113.88】

【53.56】 【19.44】 【0.24】

年    度 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38
行政区域内人口 162,281 159,425 156,569 153,712 150,856 148,434 146,012 143,591 141,169 138,747 136,401
給 　水　 人　 口 115,576 113,542 111,508 109,473 107,439 105,714 103,989 102,265 100,540 98,815 97,144

（単位：人　H28は実績値）

年    度 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38
総 有 収 水 量 5,981,193 5,875,931 5,770,669 5,665,356 5,560,094 5,470,823 5,381,552 5,292,333 5,203,062 5,113,792 5,027,315

（単位：㎥　H28は実績値）



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

（１）

  経営の基本方針は、安全な水道用水を将来に亘り安定して供給することです。
　そのためには、施設の健全化及び耐震化、事業の効率化による経営の健全性の確保が必要であると考えております。
　まず、施設の健全化については、現時点での修繕、オーバーホール及び更新計画を立て、投資・財政計画について検討しました。その概要としては、まず、建設当初
から30年以上使用している単独所有の7箇所の浄水場の電気計装設備を順次更新する予定です。次いで、薬注設備の更新に着手することになります。
　次に、耐震化について、まず施設の耐震化については、平成25年4月に策定した耐震化基本計画に則り、順次予算を確保し、工事を行っております。平成29年度実施
の吉田浄水場既設側薬品沈澱池耐震補強工事が完了すると、施設におけるレベル2地震動、ランクＡの耐震基準を満たすこととなります。
　次に、管路の耐震化ですが、企業団の所有する管路には、単独所有のものと、農林水産省と共有のものがあります。単独所有のものについては、管路の耐用年数であ
る40年を経過後、布設箇所の地質、管路の状態を考慮した上で事業化を検討することとしております。
　また、農林水産省と共有の管路については、更新が企業団主導ではないため、国で事業化された折に、負担金を拠出することとなります。
　施設の健全性・安全性は、修繕費や建設改良費とトレードオフの関係にあります。費用をかけ、更新を行えば施設の状況は改善されますが、そのためには資金の確保
が必要です。今後においても限られた資金をより有効に使い、健全な事業運営に資す所存です。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

料金収入の見通し

　 料金改定を行わず、人口減少を見込んだうえでの試算の結果、平成28年度決算と比べ、年間約8,000万円の減収が生じる見込みです。その算出根拠について、使用
料金及び基本料金の単価は、現行のものを使用しております。これは、次回の料金改定が、内部留保資金の額に大きく左右され、現時点ではその動向が不透明なため
です。また、水量については、「（２）水需要の予測」で算出したものを使用しております。

目 標
　平成35年度までに7箇所ある浄水場の電気計装設備更新工事を完了させる。
　計画期間内に、管路の更新について、検討の機会を設ける。

　年齢構成上、平成29年度以降は、ほぼ毎年1～2名の定年退職者が生じます。これは、浄水場等施設完成に合わせ、職員を採用したためです。現在では雇用と年金
の接続が義務付けられており、定年後も本人の希望と勤務成績の状況により再任用職員としての在職が可能です。また、設計や施設の更新に係る業務を行っている部
署については、経営の根幹に直結する業務であり、水の安定供給を行う上で必要不可欠であるため、一定数の新規採用を行い、技術者の養成を図る予定です。
　今後につきましては、バランスの良い年齢構成と円滑な業務の引き継ぎが可能な組織を目指していく所存です。

施設の見通し

組織の見通し

  平成25年度から、単独所有する7箇所の浄水場の電気計装設備更新工事を順次行っております。計画では、平成33年度をもって同更新工事は終了する予定です。
　その後の更新事業としては、各浄水場の薬注設備更新及び単独で保有する幹線水路の更新について検討を行う予定です。
　用水供給事業は、一般的にスケールメリットを生かし、大規模な浄水場を少数設けることで経費の削減を図ります。しかし、当企業団は、現在、宇和島、吉田、八幡浜、
三瓶、明浜、伊方、瀬戸、三崎の合計８箇所の小規模浄水場を所有しています。この８箇所という浄水場の数は、全国の用水供給事業体の中で最多です。この現状の理
由は、地形によるもの、合併前の構成団体ごとにほぼ1箇所の浄水場を設置することとなったためによるものです。
　また、当用水供給事業は、農林水産省との共同事業であり、取水塔、幹線水路、揚水機場が二者共同施設となっており、幹線水路沿いに浄水場を設けております。こ
の二者共同施設の持ち分は、水道用水12.9％、農業用水87.1％です。この共同施設について、現在農林水産省主導で機能保全事業として施設の延命化、耐震化が行
われております。この事業にあたり、共同施設の持ち分に応じて負担金を支出しております。なお、施設の統廃合については、農林水産省との共同事業である関係上、
新たに単独で施設を設ける必要があり、巨額の費用が必要となります。そのため、ダウンサイジングについては、今後の動向により、検討したいと考えております。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

　当企業団では、現在、単独所有の7箇所の浄水場において、電気計装設備更新工事を行っております。浄水場の電気計装設備は、浄水場施設の中枢をなすものであ
り、人体に例えると、脳や神経回路に相当するものです。また、24時間給水を行っている以上、現行の施設を稼働させながら更新する必要があります。それぞれの浄水
場において、設計の発注、見直し、そして工事の実施という手順を踏むことから、開始から完了まで2年度の期間が必要です。電気計装設備の法定耐用年数は16年と
なっておりますが、当企業団の同設備は、供用開始から30年以上経過しており、今後の水道用水の安定供給には、その更新が欠かせません。
　電気計装設備更新工事が完了した後は、各浄水場の薬注設備更新工事を行う予定です。また、現在単独所有している導・送水管については、法定耐用年数である40
年が経過した後、管路並びに地盤の状態を考慮した上で更新について検討を行う必要があると考えております。
　なお、ダウンサイジングについて、当企業団の行っている用水供給事業は、農林水産省の農業用水供給事業との共同事業であるため、取水塔、幹線水路の大部分、
揚水機場等は、農林水産省との共同施設です。この共同施設について、何らかの費用が生じた場合には、持ち分に応じて負担することとなりますが、この持ち分は、農
業用水87.1％：水道用水12.9％となっているため、施設の更新等は農業用水側が主導権を持つことになります。以上の理由により、企業団が主体的に施設の再編成を
行うとした場合には、巨額の費用が生じることになります。以上により、ダウンサイジングについては、今後の人口等の動向により検討することとしております。
　また、施設のスペックダウンについては、機器の更新の際に、給水量等実情に合わせる形で行っております。

主要設備更新計画
H29 吉田浄水場耐震補強工事 H33 三崎浄水場電気計装設備更新工事

明浜浄水場電気計装設備更新工事 H34 吉田浄水場薬注設備更新工事
三瓶浄水場電気計装設備更新実施設計業務 宇和島中央管理所インターフェイス盤更新工事
八幡浜導水ポンプ場電動機更新工事 H35 明浜浄水場薬注設備更新工事
伊方揚水機場自家発電・電気設備更新工事 八幡浜導水薬注設備更新工事

H30 三瓶浄水場電気計装設備更新工事 H36 三瓶浄水場薬注設備更新工事
伊方浄水場電気計装設備更新実施設計業務 H37 伊方浄水場薬注設備更新工事

H31 伊方浄水場電気計装設備更新工事 H38 瀬戸浄水場薬注設備更新工事
瀬戸浄水場電気計装設備更新実施設計業務 三崎浄水場薬注設備更新工事

H32 瀬戸浄水場電気計装設備更新工事 宇和島中央管理所テレメータ設備更新工事
三崎浄水場電気計装設備更新実施設計業務



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

企 業 債

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

　日常の保守点検を通じて、施設の状況を熟知することで、延命化を図っています。

広 域 化 　現在、広域化に関するWGに参加しています。

料 金

そ の 他 の 取 組

　当面、内部留保資金を活用して更新事業を行うこととしており、企業債を発行する予定はありません。導・送水管の更新
事業を行う際には内部留保資金だけでは不足する見込みであることから、起債が必要になると考えております。

　平成30年度をもって現在保有している企業債の償還が終了し、それに伴って構成団体からの繰出も無くなります。

　予定しておりません。民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

　まず、委託料及び修繕費については、固定的費用（清掃業務、電気保安管理、水質検査委託）に加え、現時点での計画を立て、その費用を計上しました。企業団の保
有する施設も、その多くが供用開始から40年ほど経過し、日常の保守点検を通じ、延命に努めておりますが、オーバーホールや、適宜修繕が必要な状況にあるものが増
加しております。予算を確保し、更新を行えばその部分に対する修繕費は当面発生しないことになりますが、費用対効果を考え、更新の必要性を判断することが重要で
す。
　次に動力費については、再生可能エネルギー促進賦課金の加算もあり、原子力発電が再開した後も高止まりの傾向が続いております。また、企業団の動力費の内、そ
の約70％を揚水のための費用が占めております。これは、八幡浜浄水場へ野村ダムからの原水を送るための施設である八幡浜導水ポンプ場と、同じく伊方浄水場以西
へ原水を送るための伊方揚水機場におけるポンプアップのための費用であり、年間約5,000万円の支出が必要です。浄水場の配置や地形の関係上、必要な支出ではあ
りますが、平成19年度から水道用水供給料金の改定を行っていないため、固定費として損益収支を圧迫しております。
　続いて人件費については、現に在籍している職員に採用予定職員を加え、29年度人勧後の額をベースに試算しております。なお、採用は、基本的に幹部候補として
行うこととしており、それ以外の業務については、再任用職員ならびに嘱託職員の活用で行うことを検討しております。これにより、今後人件費は、逓減傾向となる見込み
です。
　最後に経費削減の取組については、まず、現在行っている取組を継続することを最優先に考えております。本来、更なる取組を行いたいところですが、職員数の減少
が見込まれる以上、容易ではありません。また、業務委託につきましては、引き続き検討を行いますが、現在のところ大規模な業務委託を行う予定はありません。企業とし
て明確に有利であると判断できた場合に、委託を検討します。

繰 入 金

　取水設備や、幹線水路の大部分が農林水産省との二者共同施設であり、その持ち分は農林水産省側が圧倒的に大き
いため、ダウンサイジングには企業団単独での施設整備が必要になり、経費の支出が必要です。人口の減少や、建設改
良費の動向と併せ、検討を続けます。

　現在行っている各浄水場の電気計装設備更新工事において、適宜合理化を図っています。

　平成33年度までは現在の料金で運営することとしております。34年度以降については、33年度に過年度の収支の状況
を踏まえて検討します。

目 標
　電気計装設備更新工事の財源については、料金収入及び内部留保資金を活用して行うこととする。
　企業債は、導・送水管の更新の財源に充てるに止める。

②　収支計画のうち財源についての説明

　①でも記載しましたが、計画期間における主な建設改良工事は、電気計装設備更新、薬注設備更新、導・送水管更新の検討です。
　まず、電気計装設備につきましては、料金収入と現在保有している内部留保資金を財源として行う予定です。その後、薬注設備更新を予定しておりますが、こちらにつ
いても料金収入及び内部留保資金で対応ができると考えております。
　次に導・送水管ですが、当企業団が単独で所有している管路の総延長は約15㎞です。この全てを耐震管に更新する場合の費用は、他の水道事業体の工事実績等か
ら判断すると、企業団の内部留保資金のみで対応できる金額ではないと考えられます。この更新工事の検討に際しては、既設管路の状態や、その地盤等を考慮し、慎
重に判断する必要があります。また、当企業団が給水を行っている愛媛県南予地方は、既に人口減少が進んでいるため、計画期間において給水収益の増加を見込め
ないと考えております。以上により、管路の更新が必要であると判断した時点で、企業債の発行を想定しております。

主要設備更新計画
H29 吉田浄水場耐震補強工事 H33 三崎浄水場電気計装設備更新工事

明浜浄水場電気計装設備更新工事 H34 吉田浄水場薬注設備更新工事
三瓶浄水場電気計装設備更新実施設計業務 宇和島中央管理所インターフェイス盤更新工事
八幡浜導水ポンプ場電動機更新工事 H35 明浜浄水場薬注設備更新工事
伊方揚水機場自家発電・電気設備更新工事 八幡浜導水薬注設備更新工事

H30 三瓶浄水場電気計装設備更新工事 H36 三瓶浄水場薬注設備更新工事
伊方浄水場電気計装設備更新実施設計業務 H37 伊方浄水場薬注設備更新工事

H31 伊方浄水場電気計装設備更新工事 H38 瀬戸浄水場薬注設備更新工事
瀬戸浄水場電気計装設備更新実施設計業務 三崎浄水場薬注設備更新工事

H32 瀬戸浄水場電気計装設備更新工事 宇和島中央管理所テレメータ設備更新工事
三崎浄水場電気計装設備更新実施設計業務



③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

職 員 給 与 費

　平成19年度に実施した補償金免除繰上償還におけるコストカット項目を検討した際に、既に遊休資産の洗い出しを行
い、存在しないことを確認しております。また、職員数が限られているため債券運用の導入を行うには至っておりません
し、現に所有している水道施設に更新費用を充てる必要があると考えております。

そ の 他 の 取 組

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

　オーバーホール費用を含んでおり、実施事業によって年度毎で金額が異なります。施設の状況により、実際の実施を
決定することとなりますが、適正な競争原理の下、経費を抑制するよう努めます。

　実施計画に基づき検討しますが、引き続き延命化に努めます。

　再生可能エネルギー促進賦課金を含め、高止まりの状況になっておりますが、ポンプ等の運用方法の見直しなど、削
減方法を模索します。

　平成33年度に、過年度分の収支の実績を踏まえて34年度以降の料金の検討を行いますが、それに合わせて経営戦略
についても更新を行う予定です。また、大規模な状況の変化等があれば、適宜反映させることを考えております。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

動 力 費

　人事院勧告に従い、適正な執行を行います。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画） （単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 732,566 722,414 713,993 705,572 697,815 688,726 681,584 674,443 667,973 660,164 653,022 646,104
(1) 732,566 722,414 713,993 705,572 697,815 688,726 681,584 674,443 667,973 660,164 653,022 646,104
(2) (B)
(3)

２． 182,432 196,785 185,988 172,976 177,512 177,158 176,879 177,795 177,600 178,032 178,503 179,114
(1) 1,572 1,134 697 305

1,572 1,134 697 305

(2) 138,493 152,209 144,457 138,665 134,056 133,147 132,315 132,274 131,565 131,498 131,498 131,391
(3) 42,367 43,442 40,834 34,006 43,456 44,011 44,564 45,521 46,035 46,534 47,005 47,723

(C) 914,998 919,199 899,981 878,548 875,327 865,884 858,463 852,238 845,573 838,196 831,525 825,218
１． 780,635 805,027 831,089 840,057 849,364 835,509 823,381 805,501 775,844 768,183 758,176 784,578
(1) 271,429 261,652 266,029 256,739 256,696 251,320 253,451 242,343 239,143 226,145 227,164 219,225

148,393 146,404 140,540 137,976 139,983 136,820 137,942 130,788 129,429 121,931 122,759 118,920
8,579 5,625 1

114,457 115,248 119,864 118,762 116,713 114,500 115,509 111,555 109,714 104,214 104,405 100,305
(2) 242,113 279,657 291,632 297,565 292,363 293,865 288,569 287,123 263,283 269,149 260,858 295,653

63,661 62,148 66,389 66,389 67,000 67,000 67,000 67,000 67,000 67,000 67,000 67,000
10,503 6,863 11,400 6,945 38,430 44,550 30,900 3,384 5,884 18,084 5,600 3,400

167,949 210,646 213,843 224,231 186,933 182,315 190,669 216,739 190,399 184,065 188,258 225,253
(3) 267,093 263,718 273,428 285,753 300,305 290,324 281,361 276,035 273,418 272,889 270,154 269,700

２． 2,887 1,861 933 409
(1) 2,887 1,861 933 409
(2)

(D) 783,522 806,888 832,022 840,466 849,364 835,509 823,381 805,501 775,844 768,183 758,176 784,578
(E) 131,476 112,311 67,959 38,082 25,963 30,375 35,082 46,737 69,729 70,013 73,349 40,640
(F) 12,505 1 1
(G)
(H) 12,505 1 1

131,476 124,816 67,960 38,083 25,963 30,375 35,082 46,737 69,729 70,013 73,349 40,640
(I) 1,307,624 1,433,466 1,501,426 1,539,509 1,565,472 1,595,847 1,630,929 1,677,666 1,747,395 1,817,408 1,890,757 1,931,397
(J) 1,371,970 1,230,039 1,357,678 1,208,345 1,003,780 972,831 1,019,825 1,042,393 1,116,356 1,261,570 1,171,243 823,314

87,447 107,205 94,862 90,544 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000
(K) 104,067 107,591 293,553 105,001 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

21,688 10,668 11,191

61,312 75,628 261,144 84,066 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000
( I )

(A)-(B)

(L) △ 1,309,572 △ 1,153,394 △ 1,053,523 △ 1,043,403 △ 935,144 △ 906,170 △ 949,267 △ 969,111 △ 1,036,317 △ 1,167,839 △ 1,085,462 △ 766,805

(M) 732,566 722,414 713,993 705,572 697,815 688,726 681,584 674,443 667,973 660,164 653,022 646,104

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

29年度

営 業 収 益

30年度 35年度 36年度 37年度 38年度31年度 32年度 33年度 34年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 300,000

２． 8,893 9,331 7,966 8,358

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 8,893 9,331 7,966 8,358 300,000

(B)

(C) 8,893 9,331 7,966 8,358 300,000

１． 105,929 427,686 341,700 222,760 322,919 237,395 155,329 186,876 158,438 86,666 323,945 876,360

２． 20,663 21,689 10,668 11,192

３．

４．

５．

(D) 126,592 449,375 352,368 233,952 322,919 237,395 155,329 186,876 158,438 86,666 323,945 876,360

(E) 117,699 440,044 344,402 225,594 322,919 237,395 155,329 186,876 158,438 86,666 323,945 576,360

１． 109,853 408,370 319,092 209,094 299,003 215,816 141,211 169,888 144,036 78,788 294,496 496,692

２．

３．

４． 7,846 31,674 25,310 16,500 23,916 21,579 14,118 16,988 14,402 7,878 29,449 79,668

(F) 117,699 440,044 344,402 225,594 322,919 237,395 155,329 186,876 158,438 86,666 323,945 576,360

(G)

(H) 43,548 21,859 11,192

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

1,572 1,134 697 305

1,572 1,134 697 305

8,893 9,331 7,966 8,358

8,893 9,331 7,966 8,358

10,465 10,465 8,663 8,663

38年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

計

そ の 他

35年度 36年度 37年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

37年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

38年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度30年度29年度


